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１．研究の目的

特許権に基づく税関における輸入差止（水際取締）は、効果・
インパクトとして民事訴訟による差止に匹敵するにもかかわら
ず、特許実務者には馴染みが薄いと思われる

→ 特許実務者向けに、特許権に基づく水際取締を詳しく解説

→ 特許権者・輸入者双方にとってより良い制度を考察及び提言
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東京税関における平成26-30年の知的財産権侵害物品の差止状況
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東京税関資料より抜粋

２．特許権に基づく輸入差止の実態



２．特許権に基づく輸入差止の実態
輸入差し止めの例
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実際に差し止められた侵害物品



税関による輸入差止とは・・・

– 関税法第六十九条の十一
1. 次に掲げる貨物は、輸入してはならない。

– 九 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権、回路配置利用権又は育成
者権を侵害する物品

2. 税関長は、前項・・・第九号・・・に掲げる貨物で輸入されようとするものを没収
して廃棄し、又は当該貨物を輸入しようとする者にその積戻しを命ずることが
できる。

– 同法第六十九条の十二

1. 税関長は、・・・輸入されようとする貨物のうちに前条第一項第九号・・・に掲
げる貨物に該当する貨物があると思料するときは、・・・当該貨物がこれらの
号に掲げる貨物に該当するか否かを認定するための手続（以下この款にお
いて「認定手続」という。）を執らなければならない。

– 同法第六十九条の十三

1. 特許権者・・・は、自己の特許権・・・を侵害すると認める貨物に関し、・・・税
関長に対し、その侵害の事実を疎明するために必要な証拠を提出し、当該
貨物が・・・輸入されようとする場合は当該貨物について当該税関長・・・が
認定手続を執るべきことを申し立てることができる。
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３．特許権に基づく輸入差止の手続き



税関長は、職権にて(権利者からの要請が無くとも)、特許権侵害物品を取り締まること（
i.e. 認定手続きを開始すること）ができる

しかし実際には、特許権侵害を税関のみで判断することは困難

そこで、特許権者からの輸入差止申立てを受け付ける
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３．特許権に基づく輸入差止の手続き



３．特許権に基づく輸入差止の手続き

水際取締の流れ
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税関が
申立を受理

被申立物品は輸入差止すべきものか？
- 「識別ポイント」により被申立物品を特定
- 被申立物品は特許発明の技術的範囲内か
- 特許は有効か
- ライセンス、先使用権等の権原の有無、並行輸入品
ではないか、ｅｔｃ．

• 専門委員（弁護士、弁理士、大学教授）の意見を聴
く（３名の多数決）

• 被申立人（輸入者等）は原則25執務日以内に反論

受理手続 認定手続

輸入物品は申立にかかる物品か？
- 税関職員は識別ポイントにより水際取締対象
物品であるかを判断

• 権利者・輸入者等に意見聴取
• 意見の提出は原則10執務日以内

取締対象物品の輸入申告権利者による
輸入差止申立

水際取締の実施



３．特許権に基づく輸入差止の手続き
「特許請求の範囲」と「識別ポイント」との関係
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仮想事例：衣料用洗剤の特許

【請求項１】
成分a，成分b，成分c
を有する衣料用洗剤。

識別ポイント
・型番
・商品名
・パッケージのデザイン
・etc

受理手続において

・イ号が技術的範囲に属するか
（成分分析など）
・特許の有効性、etc
が議論されて、申立の受理、不
受理、保留を決定

水際取締を実施中に、税関職員は
「識別ポイント」で取締対象物品を
特定する。

取締対象物品を発見すると、一旦
留め置いて認定手続に入る

税関職員は、「特許請求の範囲」に基づいて取締対象物品を特
定しているのではなく、識別ポイントに基づいて特定している。
→化学物質の特許でも水際取締可能（実例あり）



３．特許権に基づく輸入差止の手続き

11
税関の「識別ポイントに係る資料」より抜粋
http://www.customs.go.jp/mizugiwa/chiteki/pages/tokuzituipoinnto20130101.pdf



３．特許権に基づく輸入差止の手続き
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税関の「識別ポイントに係る資料」より抜粋
http://www.customs.go.jp/mizugiwa/chiteki/pages/tokuzituipoinnto20130101.pdf



４．現行制度への提言
論説にて下記３点について現行制度への提言をしました

1. 意見提出の準備期間の短さ
2. PAEによる輸入差止申立ての問題
3. 情報の開示について
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４．現行制度への提言
「意見提出の準備期間の短さ」について

14*：争点の追加は補正意見書まで可能



４．現行制度への提言
「意見提出の準備期間の短さ」について
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通知日から
１０執務日



４．現行制度への提言
「意見提出の準備期間の短さ」について

– 意見書提出期間の延長を提言
• 例えば、申立て手続きにおける意見書提出期間として以下の期間を提言

– 知財裁判実務の弁論準備期間と同等程度（50日程度） or
– 拒絶理由通知応答，拒絶査定不服審判請求と同等程度（２～３ヶ月程度）

• 認定手続における回答期限の職権による延長規定を柔軟かつ当事者に分
かり易い形で運用することを希望
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４．現行制度への提言
「PAEによる輸入差止申立ての問題」について

– 現行制度では輸入差止申立人適格に制限なし
→ PAE（Patent Assertion Entity）による制度悪用の虞れ

– 米国ITCによる関税法第337条に基づく知的財産権を侵害する
物品の輸入を停止させる排除命令は、国内産業要件を満たす
必要あり（同条は米国の国内産業の保護を目的）

– 日本でも、特許法の法目的に照らして、同様の要件を課すこと
を提言

• 一案：「日本国内における，対象となる特許発明に関連する所定以上の
経済活動」
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４．現行制度への提言
「情報の開示」について

– 申立て受理前の情報
• 申立てがあった旨が税関HP上で10執務日の間公表され、その後削除

→ 申立ての受理・不受理決定まで公表期間を延長すること or 新規申立
て自体や受理・不受理の決定についての通知サービス（電子メール等）の
創設を提言

– 申立て受理後の情報
• 公表内容は、「特許番号と請求項」と「侵害物品の品名」（トナーカードリッ
ジ、メモリ装置などの一般的名称程度）のみ

• 専門委員の判断に関する資料は公表されず

→ 識別ポイント・営業秘密等を除き、申立て手続きに関する情報を原則公
表とすることを提言
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～世界から期待され、世界をリードするJIPA～

ご清聴ありがとうございました
論説では下記についても記載しています．ご興味のある方はご一読ください．

• 現行制度成立に至る歴史
• 不服申立て手段について
• 輸入申立ての受理事例紹介
• 輸入差止後に特許権の無効審決が確定した場合の輸入者への救済
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受理前公表の内容

受理済申立ての公表の内容
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財務省東京税関業務部総括知的財産調査官平成25年1月資料「税関における知的財産侵害物品の水際取締りについて」


